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lHa-9　　 畳 空 間 に か か わ る 住 様 式 と 住 意 識 の 検 討 一中 部 圏 の 注 文 戸 建 住 宅 にお け る 一

中 部 圏 の 地 域 特 性 か ら み た 住 宅 計 画 時 の 住 要 求 と 平 面 動 向

○ 越 家 恭 子＊　 今 井 範 子 ＊＊　　 （＊奈 良 女 大 ・院 ，＊＊奈 良 女 大 ）

【目的】本 研究 は これ まで の継 続研 究1 ）として ，中部 圏にお いて 調査 を行っ た．中部 圏で は，

行事 を伝統 的 に執 り行 い ，そ のた めの 室と して畳 室 への要求 が 高い地 域で ある と考 えら れる ．

そ こで ，中部 圏 の畳空 間 の実態 を 明 らか にし，そ の特 徴を 見出 すと とも に，今後 の発 展方 向 を

検討 す るこ とを 目的 とし てい る.

【方 法 】中部 圏 にお いて ，住 都公 団 により 近年 開発さ れた 住宅地 ３地区 の中 から ，注文戸 建住

宅を 対 象に質 問 紙 による 大 量調査 を行 っ た． また， 大量調 査か ら， 典型 例を抽 出し ，間取 り の

採取 ， 写真 撮影 ，ヒ ア リン グによ る事 例調 査 も併せ て行っ た.

【結果 】中 部圏 で は，畳 空 間計画 時 に，家 族 間の意 見は もち ろん のこ と，親類 か らの意見 を参

考 にし た世 帯が 過 半数 を 占めて いる ．地元 志向 が強 く ，比較 的近い 距離 に親類 が集 まって い る

こと の多 い ， 中部 圏の 特徴 が影 響し てい るの ではな い かと考 える ．平面 の位 置関係 を みると ，

畳 室が １室 の場合 は ，玄 関近 くで 独立 か.   L 空 間 に隣 接さ せた平 面が 各 ４割 とな って いる．玄

関近 くで独 立 して いる 場合, 約 ３割 強が客 間 となっ てい る．次 いで, 予 備室（約 ３割）,仏 間（約

２割） であ る.   L に 隣 接さ せて い るも のにつ いて も， 客間， 予備 室，仏 間 といっ た機能 が各 ２

割程 度 とな っ てい るが ，茶 の間 ，居 間 の機能 が １割 強 みられ る， また，畳 室 ２室 の場合 では ，

２室 そ れぞ れが他 室 に隣接 して い るも のが約 半数 を 占めてい る ，そ のう ち，居間 ，主寝 室がL,

個 室 等 に隣接 して いる ものが多 い ．畳 の続き 間は ，約 ３割強 （全 体で １割） とな ってお り， 客

間 として 機 能して い る割 合が 高く なっ てい る.
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2Ha-l 教科書検定と住居教育

○外丸香代゛　田中辰明“

（゙ お茶の水女大・院　 “ お茶の水女大 ）

【目的】 家庭科における住居教育の低調ぶりに関する報告は多く、①教員養成上の問題、②教

育方法上の問題、⑧指導要領･ 教科書の問題にまとめられる。本研究では③について文部科学省

の定める住居の教育課程の意図するところ、及び検定による制限の実態を明らかにし、一般住民

の住居教育への要請との関連も加えて検討した。

【方法】 現行指導要領( 小・中・高) と平成12 年度使用教科書を｢ 住生活観・今後の課題｣

｢消費者の権利｣ に関する記述に注目して分脈した。次に同指導要領のもとで不合格となった申

請本と修正後に合格した教科書とについて｢'検定基準｣ と『指側 笥所』をもとに調査したうえで、

平成14 年から順次実施される予定の新指導要領に検討を加えた。また、一般住民の代表として

保護者熊象のアンケート調査を行い、前述の各調査との関連を図った。

【結果】 現r 指導要領は｢ 住生活と社会｣ とい う指導項目を掲げながら、自助努力に任せてき

た住宅政策や、住居費の問題、まちづくりへの住民参力口、住居lこ関するi肖費者問題等lこ対す る検

定の指摘が目立つ。さらに、新指導要領では住居領域の内容全mm 退したうえ、社会との関わ

りに関する項目が削除された。また、平成12 年施行の｢ 住宅の品質確保の促進等に関する法律｣

はF 財｣ としての住居に対する消費者の権利として教育の重要性が高いと思われるが、新指導要

領による教育課程の範囲では教科書への記載に検定による制限が加わるのではないかと推察さ

とも方向匪を異にするものである。既存の社会への

しろ排除する傾向が

さらに強まったといえる。
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